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第一部【証券情報】

第１【募集要項】

１【新規発行株式】

種類 発行数 内容

普通株式 193,600株

完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における

標準となる株式であります。

なお、単元株式数は100株であります。

　（注）１．平成29年12月26日（火）開催の取締役会決議によります。

２．本有価証券届出書の対象とした募集は、会社法（平成17年法律第86号）第199条第１項の規定に基づいて、

当社の保有する当社普通株式による自己株式処分（以下「本自己株式処分」と言います。）により行われる

ものであり、金融商品取引法第二条に規定する定義に関する内閣府令第９条第１号に定める売付けの申込み

又は買付けの申込みの勧誘となります。

３．振替機関の名称及び住所は以下のとおりです。

名称　　株式会社証券保管振替機構

住所　　東京都中央区日本橋茅場町二丁目１番１号

 

２【株式募集の方法及び条件】

（１）【募集の方法】

区分 発行数 発行価額の総額（円） 資本組入額の総額（円）

株主割当 － － －

その他の者に対する割当 193,600株 942,832,000 －

一般募集 － － －

計（総発行株式） 193,600株 942,832,000 －

　（注）１．第三者割当の方法によります。

２．発行価額の総額は、本自己株式処分に係る会社法上の払込金額の総額であります。なお、本有価証券届出書

の対象とした募集は、自己株式処分により行われるものであるため、払込金額は資本組入れされません。

 

（２）【募集の条件】

発行価格
（円）

資本組入額
（円）

申込株数単位 申込期間
申込証拠金
（円）

払込期日

4,870 － 100株 平成30年１月11日（木） － 平成30年１月12日（金）

　（注）１．第三者割当の方法により行うものとし、一般募集は行いません。

２．発行価格は、本自己株式処分に係る会社法上の払込金額であります。なお、本有価証券届出書の対象とした

募集は、自己株式処分により行われるものであるため、払込金額は資本組入れされません。

３．上記株式を割り当てた者から申込みがない場合には、当該株式に係る割り当てを受ける権利は消滅いたしま

す。

４．申込みの方法は、申込期間内に後記申込取扱場所へ申込みを行い、払込期日に後記払込取扱場所へ発行価額

の総額を払い込むものとします。
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（３）【申込取扱場所】

店名 所在地

株式会社ナガワ　経理部 東京都千代田区丸の内一丁目４番１号

 

（４）【払込取扱場所】

店名 所在地

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行　新丸の内支店 東京都千代田区丸の内一丁目４番１号

 

３【株式の引受け】

　該当事項はありません。

 

４【新規発行による手取金の使途】

（１）【新規発行による手取金の額】

払込金額の総額（円） 発行諸費用の概算額（円） 差引手取概算額（円）

942,832,000 4,000,000 938,832,000

　（注）１．発行諸費用の概算額には、消費税等は含まれておりません。

２．発行諸費用の概算額の内訳は、弁護士費用、有価証券届出書等の書類作成費用等です。

 

（２）【手取金の使途】

　本自己株式処分については、後記「第３　第三者割当の場合の特記事項　１　割当予定先の状況　ｃ．割当

予定先の選定理由」に記載のとおり、当社と割当予定先である住友不動産株式会社（以下「住友不動産」とい

います）、株式会社横河ブリッジホールディングス（以下「横河ブリッジＨＤ」といいます）、丸全昭和運輸

株式会社（以下「丸全昭和運輸」といいます）との関係構築及び関係強化並びに株式相互保有を直接の目的と

しております。

　株式相互保有にあたり、当社は本自己株式処分に先立ち、市場買付の方法により、平成29年12月25日現在で

横河ブリッジＨＤ株式を118,200株（発行済株式総数の0.26％、総額約３億円）、丸全昭和運輸株式を買付予

定株数合計250,000株（発行済株式総数の0.25％、総額約１億５千万円）のうち110,000株（発行済株式総数の

0.11％、総額約６千万円）を取得しています。住友不動産株式については総額約５億円分、丸全昭和運輸株式

については残る総額約９千万円分の株式を、払込期日までに市場買付の方法により取得予定です。このため、

本自己株式処分による上記の差引手取概算額938,832,000円は、上記株式を取得した対価の支払により減少し

た運転資金の補てんとして平成30年１月に充当する予定です。

 

第２【売出要項】
　該当事項はありません。
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第３【第三者割当の場合の特記事項】

１【割当予定先の状況】
 

ａ．割当予定

先の概要

名称 住友不動産株式会社

本店の所在地 東京都新宿区西新宿二丁目４番１号

直近の有価証券報告書等の提出日

（有価証券報告書）

事業年度第84期（自平成28年４月１日　至平成29年３月31日）

平成29年６月30日　関東財務局長に提出

 

（四半期報告書）

事業年度第85期第１四半期（自平成29年４月１日　至平成29年

６月30日）

平成29年８月10日　関東財務局長に提出

 

事業年度第85期第２四半期（自平成29年７月１日　至平成29年

９月30日）

平成29年11月14日　関東財務局長に提出
 

ｂ．提出者と

割当予定

先との間

の関係

出

資

関

係

当社が保有している処分予定

先の株式の数
該当事項はありません。

処分予定先が保有している当

社の株式の数
該当事項はありません。

人事関係 該当事項はありません。

資金関係 該当事項はありません。

技術関係 該当事項はありません。

取引関係

直接的な取引関係はありません。但し、当社と住友不動産の取

引関係においては、中間業者を介し間接的な取引関係がござい

ます。

 

ａ．割当予定

先の概要

名称 株式会社横河ブリッジホールディングス

本店の所在地 東京都港区芝浦四丁目４番44号

直近の有価証券報告書等の提出日

（有価証券報告書）

事業年度第153期（自平成28年４月１日　至平成29年３月31日）

平成29年６月28日　関東財務局長に提出

 

（四半期報告書）

事業年度第154期第１四半期（自平成29年４月１日　至平成29年

６月30日）

平成29年８月10日　関東財務局長に提出

 

事業年度第154期第２四半期（自平成29年７月１日　至平成29年

９月30日）

平成29年11月13日　関東財務局長に提出
 

ｂ．提出者と

割当予定

先との間

の関係

出

資

関

係

当社が保有している処分予定

先の株式の数
148,200株（発行済株式総数の0.33％）

処分予定先が保有している当

社の株式の数
10,000株（発行済株式総数の0.06％）

人事関係 該当事項はありません。

資金関係 該当事項はありません。

技術関係 該当事項はありません。

取引関係
平成29年度上期実績として、製品の購入代金85,480千円の仕入

れ実績があります。
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ａ．割当予定

先の概要

名称 丸全昭和運輸株式会社

本店の所在地 神奈川県横浜市中区南仲通二丁目15番地

直近の有価証券報告書等の提出日

（有価証券報告書）

事業年度第115期（自平成28年４月１日　至平成29年３月31日）

平成29年６月29日　関東財務局長に提出

 

（四半期報告書）

事業年度第116期第１四半期（自平成29年４月１日　至平成29年

６月30日）

平成29年８月９日　関東財務局長に提出

 

事業年度第116期第２四半期（自平成29年７月１日　至平成29年

９月30日）

平成29年11月13日　関東財務局長に提出
 

ｂ．提出者と

割当予定

先との間

の関係

出

資

関

係

当社が保有している処分予定

先の株式の数
110,000株（発行済株式総数の0.11％）

処分予定先が保有している当

社の株式の数
該当事項はありません。

人事関係 該当事項はありません。

資金関係 該当事項はありません。

技術関係 該当事項はありません。

取引関係 該当事項はありません。

　（注）ｂ．提出者と割当予定先との間の関係の欄は、平成29年12月25日現在におけるものであります。
 

ｃ．割当予定先の選定理由

当社グループは、鉄骨を主構造とするユニットハウス、プレハブ・システム建築の製造・販売および請負工事業

をコア事業として営んでおります。

現在、当社は、コア事業の拡大と事業効率の向上によって、ナガワグループ事業全体の発展を図るとともに、全

国すべての地域において貢献できる企業としての確固たる事業基盤を構築するために、取引先との協力関係の更な

る強化を進めております。

この度、当社は、上記のコア事業の強化、取引先との協業の更なる発展及び安定的な事業基盤構築のための施策

を当社の様々な取引先と検討した結果、住友不動産、横河ブリッジＨＤ、丸全昭和運輸の３社との間におきまし

て、上記目的の達成のための関係構築及び関係強化並びに株式相互保有方針について協議した結果、相互に住友不

動産とは約５億円、横河ブリッジＨＤとは約３億円、丸全昭和運輸とは約1.5億円の株式を取得する合意を形成す

ることに致しました。株式相互保有にあたり、当社は先に横河ブリッジHD及び丸全昭和運輸の株式の一部を市場買

付の方法により取得致しました。

また処分予定先３社に対しては協議の結果、当社が処分する自己株式を第三者割当の方法により取得すること

が、当社及び処分予定先３社の中長期的な企業価値向上に資すると判断したため、本自己株式処分を行うことを決

議しました。当社はこれまで、株主還元や機動的な資本政策を実現させる観点から継続的な自己株式の買付けを

行って参りましたが、その結果としまして平成29年９月末時点におきまして、発行済株式総数の16.3%に相当する

自己株式を保有する状況となっておりました。株式相互保有にあたり、当社が保有する自己株式を有効活用すると

いう観点から、第三者割当による自己株式処分が合理的と判断いたしました。

住友不動産とはユニットハウス事業等をはじめとする各案件で間接的な取引関係にあり、今後の更なる協業や取

引関係の強化を見込んでおり、具体的在り方について協議を継続して参ります。当社の従前からの取引先である横

河ブリッジＨＤとは更なる鉄骨製品の安全性と品質の向上を図り当社コア事業の強化へ向けて取引関係の更なる強

化と資本関係の強化が重要である事を共有しております。丸全昭和運輸とは当社の国内物流体制の強化に伴う事業

効率を向上させるための協業が可能であり、関係構築が重要であると判断しました。処分先選定の理由及び処分時

期につきましては、上記の通り当社が取引先各社との幅広な協議を続けた結果、いち早く関係強化についての方針

の共有が実現できた３社との中長期的な企業価値向上に資する協議と関係構築が必要であり、適切なタイミングで

協議を開始するにあたり相応しい時期であると考えております。

本自己株式処分にあたっては、当社が保有する自己株式のうち193,600株（発行済株式総数の1.18％、約９億５

千万円）を第三者割当の方法により処分致します。内訳は住友不動産に対し102,000株（発行済株式総数の

0.62％、約５億円）、横河ブリッジＨＤに対し61,600株（発行済株式総数の0.38％、約３億円）、丸全昭和運輸に

対し30,000株（発行済株式総数の0.18％、約１億５千万円）を処分いたします。
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尚、当社は上記「４．新規発行による手取金の使途　（２）手取金の使途」記載の通り、本自己株式処分に先立

ち、市場買付の方法により、平成29年12月25日現在で横河ブリッジＨＤ株式を118,200株（発行済株式総数の

0.26％、総額約３億円）、丸全昭和運輸株式を買付予定株数合計250,000株（発行済株式総数の0.25％、総額約１

億５千万円）のうち110,000株（発行済株式総数の0.11％、総額約６千万円）を取得しています。住友不動産株式

については総額約５億円分、丸全昭和運輸株式については残る総額約９千万円分の株式を、払込期日までに市場買

付の方法により取得予定です。

 

ｄ．割り当てようとする株式の数
 

処分予定先 種類 処分予定株式数

住友不動産株式会社 当社普通株式 102,000株

株式会社横河ブリッジホールディングス 当社普通株式 61,600株

丸全昭和運輸株式会社 当社普通株式 30,000株

合計  193,600株

 

ｅ．株券等の保有方針

　当社は、処分予定先である住友不動産、横河ブリッジＨＤ及び丸全昭和運輸より、本自己株式処分による株式の

取得は当社との各社の関係強化を目的とした投資であり、長期的に継続して保有する方針であることを口頭で確認

しております。なお、当社は処分予定先から、処分予定先が払込期日から２年以内に本件第三者割当により処分さ

れる当社普通株式の全部又は一部を譲渡した場合には、その内容を当社に対して書面により報告すること、当社が

当該報告内容を株式会社東京証券取引所に報告すること、並びに当該報告内容が公衆の縦覧に供されることに同意

することにつき、確約書を受領する予定であります。

 

ｆ．払込みに要する資金等の状況

　住友不動産が平成29年11月14日に関東財務局長宛に提出している第85期第２四半期報告書（平成29年７月１日乃

至平成29年９月30日）に記載の連結貸借対照表により、住友不動産において本自己株式処分の払込みに必要かつ十

分な現金及び預金が確保されていることを確認しております。

　横河ブリッジＨＤが平成29年11月13日に関東財務局長宛に提出している第154期第２四半期報告書（平成29年７

月１日乃至平成29年９月30日）に記載の連結貸借対照表により、横河ブリッジＨＤにおいて本自己株式処分の払込

みに必要かつ十分な現金及び預金が確保されていることを確認しております。

　丸全昭和運輸が平成29年11月13日に関東財務局長宛に提出している第116期第２四半期報告書（平成29年７月１

日乃至平成29年９月30日）に記載の連結貸借対照表により、丸全昭和運輸において本自己株式処分の払込みに必要

かつ十分な現金及び預金が確保されていることを確認しております。

 

ｇ．割当予定先の実態

　処分予定先である住友不動産は、東京証券取引所市場第一部に上場しており、同社が株式会社東京証券取引所に

提出したコーポレート・ガバナンスに関する報告書（最終更新日平成29年７月４日）に記載された「Ⅳ内部統制シ

ステム等に関する事項２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況」において、反社会的勢力

に対しては毅然とした態度で臨み、一切の関係を持たない旨を表明しており、同社及びその役員が反社会的勢力と

は関係ないものと判断しております。

　処分予定先である横河ブリッジＨＤは、東京証券取引所市場第一部に上場しており、同社が株式会社東京証券取

引所に提出したコーポレート・ガバナンスに関する報告書（最終更新日平成29年６月30日）に記載された「Ⅳ内部

統制システムに関する事項１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況（１）取締役の職務の

執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制」において、反社会的勢力とは一切の関係を持たず、ま

た反社会的勢力からの不当要求に対しては、断固としてこれを拒否し毅然とした態度で臨む旨を表明しており、同

社及びその役員が反社会的勢力とは関係ないものと判断しております。

　処分予定先である丸全昭和運輸は、東京証券取引所市場第一部に上場しており、同社が株式会社東京証券取引所

に提出したコーポレート・ガバナンスに関する報告書（最終更新日平成29年９月１日）に記載された「Ⅳ内部統制

システム等に関する事項２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況」において、反社会的勢

力には、毅然として対応し、利益供与等は一切行わないことをコンプライアンス規程に定めていると表明してお

り、同社及びその役員が反社会的勢力とは関係ないものと判断しております。
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２【株券等の譲渡制限】

　該当事項はありません。

 

３【発行条件に関する事項】

(1）処分価格の算定根拠及びその合理性に関する考え方

　処分価額については、平成29年12月26日開催の取締役会決議日の直前営業日である平成29年12月25日の株式会社

東京証券取引所における当社株式の終値である4,870円といたしました。

　本自己株式処分に係る取締役会決議日の直前営業日の終値を基準としたのは、取締役会決議日直近の市場株価で

あり算定根拠として客観性が高く、かつ合理的であると判断し、処分予定先と協議の上決定したものです。

　上記理由により、当該処分価額は特に有利な処分価額には該当しないと判断いたしました。なお、上記処分価額

につきましては、取締役会に出席した監査役３名全員（うち２名は社外監査役）からも、上記算定根拠による処分

価額の決定は適正・妥当であり、かつ日本証券業協会の「第三者割当増資の取扱いに関する指針」に準拠したもの

であり、特に有利な処分価額には該当しない旨の意見を得ております。

　尚、処分価額4,870円は、本取締役会決議日の直前営業日までの１ヶ月間（平成29年11月27日から平成29年12月

25日）の終値平均値4,843円（単位未満四捨五入。終値平均につき以下同様）に対し、0.56％のプレミアム、同

３ヵ月間（平成29年９月26日から平成29年12月25日）の終値平均値4,645円に対し4.84％のプレミアム、同６ヵ月

間（平成29年６月26日から平成29年12月25日）の終値平均値4,328円に対し12.52％のプレミアムとなります。

 

(2）処分数量及び株式の希薄化の規模が合理的であると判断した根拠

　本自己株式処分に係る株式数は、193,600株（議決権数1,936個）であり、これは現在の当社の発行済株式総数

16,357,214株に対して1.18％（平成29年９月30日現在の総議決権数136,776個に対して1.42％）の割合に相当し、

一定の希薄化をもたらすことになります。しかしながら、当社と住友不動産、横河ブリッジＨＤ、丸全昭和運輸が

資本関係を構築し、信頼関係を強固にすることで、関係強化が推進され、当社の企業価値の向上に繋がるものと考

えており、処分数量及び株式の希薄化の規模は合理的な水準であると判断しております。

 

４【大規模な第三者割当に関する事項】

　該当事項はありません。
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５【第三者割当後の大株主の状況】

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

総議決権数
に対する所
有議決権数
の割合

割当後の所
有株式数
（千株）

割当後の総
議決権数に
対する所有
議決権数の
割合

GOLDMAN SACHS INTERNATIONAL

（常任代理人　ゴールドマン・

サックス証券株式会社）

133 FLEET STREET LONDON EC4A

2BB U.K.

（東京都港区六本木6-10-1）

2,047 14.97％ 2,047 14.76％

髙橋　修 埼玉県さいたま市大宮区 2,008 14.68％ 2,008 14.48％

髙橋　学 埼玉県川口市 1,000 7.31％ 1,000 7.21％

菅井　賢志 埼玉県さいたま市大宮区 741 5.42％ 741 5.34％

有限会社ダイユウ商会
埼玉県さいたま市西区大字土屋

451-1
719 5.26％ 719 5.18％

有限会社エヌ・テー商会
埼玉県さいたま市見沼区東大宮

7-27-3
690 5.04％ 690 4.97％

株式会社北洋銀行 北海道札幌市中央区大通西3-7 683 4.99％ 683 4.92％

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内2-7-1 610 4.46％ 610 4.40％

髙橋　悦雄 埼玉県さいたま市西区 489 3.58％ 489 3.53％

髙橋　和雄 埼玉県久喜市 482 3.52％ 482 3.47％

計 － 9,472 69.23％ 9,472 68.26％

　（注）１．平成29年９月30日現在の株主名簿を基準として記載をしております。

２．割当後の総議決権数に対する所有議決権数の割合は、割当後の所有株式数に係る議決権の数を、平成29年９

月30日現在の総議決権数（136,776個）に本自己株式処分により増加する議決権数（1,936個）を加えた数で

除して算出しております。

３．上記のほか、当社が保有している自己株式は割当後2,475,202株となります（平成29年９月30日現在の保有

自己株式数から算出）。

４．「総議決権数に対する所有議決権数の割合」及び「割当後の総議決権数に対する所有議決権数の割合」は、

小数点以下第三位を四捨五入して表示しております。

 

６【大規模な第三者割当の必要性】

　該当事項はありません。

 

７【株式併合等の予定の有無及び内容】

　該当事項はありません。

 

８【その他参考になる事項】

　該当事項はありません。

 

第４【その他の記載事項】
　該当事項はありません。
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第二部【公開買付けに関する情報】

第１【公開買付けの概要】
　該当事項はありません。

 

第２【統合財務情報】
　該当事項はありません。

 

第３【発行者（その関連者）と対象者との重要な契約】
　該当事項はありません。

 

第三部【参照情報】

第１【参照書類】
　会社の概況及び事業の概況等法第５条第１項第２号に掲げる事項については、以下に掲げる書類を参照すること。

 

１【有価証券報告書及びその添付書類】

　事業年度　第53期（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

　平成29年６月20日　関東財務局長に提出

 

２【四半期報告書又は半期報告書】

　事業年度　第54期第１四半期（自　平成29年４月１日　至　平成29年６月30日）

　平成29年８月９日　関東財務局長に提出

 

　事業年度　第54期第２四半期（自　平成29年７月１日　至　平成29年９月30日）

　平成29年11月10日　関東財務局長に提出

 

３【臨時報告書】

　１の有価証券報告書提出後、本届出書提出日（平成29年12月26日）までに、金融商品取引法第24条の５第４項及び

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２の規定に基づく臨時報告書を平成29年６月23日に関東財

務局長に提出

 

第２【参照書類の補完情報】
　上記に掲げた参照書類としての有価証券報告書及び四半期報告書（以下「有価証券報告書等」という。）の提出日以

後本有価証券届出書提出日（平成29年12月26日）までの間において、当該有価証券報告書等に記載された「事業等のリ

スク」について生じた変更その他の事由はありません。

　また、当該有価証券報告書等には将来に関する事項が記載されておりますが、本有価証券届出書提出日（平成29年12

月26日）現在においてもその判断に変更はなく、また新たに記載する将来に関する事項もありません。

 

第３【参照書類を縦覧に供している場所】
株式会社ナガワ　本店

（東京都千代田区丸の内一丁目４番１号）

株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 

第四部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。

 

第五部【特別情報】

第１【保証会社及び連動子会社の最近の財務諸表又は財務書類】
　該当事項はありません。
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